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福島の復興・再生に向けた取組
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福島復興に係る政府の体制





避難指示区域に係る経緯







東日本大震災による福島県全体の避難者
約２．７万人

避難指示区域からの避難対象者
約８千人

※ピーク時（２０１２年５月）は約１６．５万人

※避難指示区域設定時（2013年8月）は約８．１万人

【避難者の状況】

（２０２３年８月時点）

６町村の帰還困難区域のうち
特定復興再生拠点区域外

・東日本大震災による福島県全体からの避難者数は、福島県「平成23年東北地方太平洋沖地震による被害状況即報」（第1792報：2023
年6月12日）による。

・避難指示区域からの避難対象者数は、市町村から聞き取った情報（2023年4月1日時点の住民登録数）を基に原子力被災者生活支援チー
ムが集計。

【避難指示解除の状況】

（２０２３年４月時点）

避難指示区域の概念図（２０２３年９月２９日時点）

避難指示区域に係る経緯
③避難者数・避難指示解除の状況

７

区域 時期 対応

避難指示解除準備区域・居住

制限区域

令和２年３月

まで

全ての区域での避難指示解除を完了

帰還困難区

域

特定復興再

生拠点区域

（葛尾村

大熊町

双葉町

浪江町

富岡町

飯舘村）

令和２年３月 ＪＲ双葉駅・大野駅・夜ノ森駅周辺の避難指示を

先行解除

令和４年６月 葛尾村及び大熊町で避難指示解除

令和４年８月 双葉町で避難指示解除

令和５年３月 浪江町で避難指示解除

令和５年４月 富岡町（夜の森・大菅地区）で避難指示解除

令和５年５月 飯舘村で避難指示解除

令和５年１１月 富岡町（小良ヶ浜・深谷地区内）で避難指示解除

拠点区域外 令和３年８月 「特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向

けた避難指示解除に関する考え方」を決定

令和５年６月 福島特措法改正が公布・施行

（「特定帰還居住区域」）

令和５年９月 「大熊町特定帰還居住区域復興再生計画」及び

「双葉町特定帰還居住区域復興再生計画」につ

いて認定





避難指示解除地域における生活環境整備











（参考）
【We bサイト】
12市町村の仕事（移住者向けの求人情報）、暮らし（物件情報･住宅改修費補助など）、各種支援制度
の情報に加えて、住宅の整備状況等をまとめた「住宅レポート」を配信。テーマ別では起業・開業の情報を充実。
情報は今後も続々追加予定。 WebサイトURL : https://mirai-work.life/

【S N S ･メルマガ】
「福島ファン」に向けて情報を発信。中長期的な関係の中で移住に関心を持っていただくことを目指すSNS。
メルマガではイベント情報をタイムリーに発信。

facebook

mirai.work.fukushima

X（旧twitter）

@miraiwork_life

instagram

@miraiwork_life

メルマガ

毎月1日と16日
に発信

求人案件 住まいの案内 起業･開業の支援

S N S
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帰還困難区域の復興・再生







浪江町（２０１７年１２月２２日認定）

・区域面積：約661ha ・居住人口目標：約1,500人
・避難指示解除の目標：2023年３月
（2023年3月31日、特定復興再生拠点区域の避難指示を解除）

富岡町（２０１８年３月９日認定）

・区域面積：約390ha ・居住人口目標：約1,600人
・避難指示解除の目標：

2023年春頃まで：特定復興再生拠点区域全域
（2023年4月1日に夜の森・大菅地区、11月30日に小良ヶ浜・
深谷地区内の特定復興再生拠点区域の避難指示を解除）

飯舘村（２０１８年４月２０日認定） 葛尾村（２０１８年５月１１日認定）

・区域面積：約186ha ・居住人口目標：約180人
・避難指示解除の目標：2023年春
（2023年5月1日、特定復興再生拠点区域の避難指示を解除）

・区域面積：約95ha ・居住人口目標：約80人
・避難指示解除の目標：2022年春
（2022年6月12日、特定復興再生拠点区域の避難指示を解除）

帰還困難区域の復興・再生
②特定復興再生拠点区域の整備
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〇 令和２年３月までに、帰還困難区域を除く全ての地域で避難指示が解除。
〇 帰還困難区域についても、令和４年には葛尾村、大熊町、双葉町、令和５年には浪江町、富岡町、
飯舘村において特定復興再生拠点区域の避難指示が全て解除。

〇 帰還困難区域を抱える自治体は、拠点区域外への帰還・居住に向けて、避難指示解除の方針を
早期に提示してほしいと強く要望。

（１）帰還・居住したいとの要望への対応

• 地元自治体は、全域の除染・家屋解体を実
施した上での解除を要望。

• 拠点区域外の住民も、震災から10年が経過し、
拠点区域外の方針提示を強く期待。

• 与党第10次提言（R3.7.20総理手交）に
おいて、拠点区域外にある自宅に帰りたいという
住民の思いに応える新たな方向性を提示。

• 与党提言も踏まえ、拠点区域外への帰還・居
住に向けた避難指示解除に関する方針を政
府として決定。(R3.8.31）

（２）土地活用したいとの要望への対応

• 拠点区域外を土地活用し、避難指示
を解除してほしいとの要望もあり。

• 地元自治体の強い意向がある場合に
限り、住民の安全の確保を前提として、
住民が日常的な生活を営むことが想定
されない土地活用に向けた拠点区域
外の避難指示解除を可能にする、新
たな仕組み（「土地活用スキーム」）
を、原子力災害対策本部で決定。
（R2.12.25）

帰還困難区域の復興・再生
③特定復興再生拠点区域外に係る対応
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（１）拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除の方針

2020年代をかけて、帰還意向のある住民が帰還できるよう、帰還意向を個別に丁寧に把握し、
拠点区域外の避難指示解除の取組を進める。

【帰還意向確認】 すぐに帰還について判断できない住民にも配慮して、複数回実施。なお、営農については、帰還意向
確認と併せて意向確認し、自治体とも協議しながら対応。

【除染開始時期】 拠点区域の避難指示解除後、帰還意向確認等の状況を踏まえて、遅滞なく、除染を
開始。

【除染範囲】 帰還する住民の生活環境の放射線量を着実に低減し、住民の安全・安心に万全を期すため、十
分に地元自治体と協議・検討。

【予算・財源】 除染・解体は国の負担。
【その他】 居住・生活に必要なインフラ整備は効率的に実施。

立入制限の緩和についても必要な対応を実施。
【残された課題】 帰還意向のない土地・家屋等の扱いについては、引き続き重要な課題。地元自治体

と協議を重ねつつ、検討を進める。

（２）帰還困難区域を抱える自治体への個別支援の推進

活力ある地域社会の再生・持続を図るため、拠点区域外の避難指示解除のみならず、避難指示解除区
域や拠点区域への帰還及び移住・定住を促進。

「特定復興再生拠点区域外への帰還・居住に向けた避難指示解除に関する考え方」
（2021年8月31日復興推進会議・原子力災害対策本部合同会合決定）（概要）

帰還困難区域の復興・再生
③特定復興再生拠点区域外に係る対応
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改正法の概要

○市町村長が、拠点区域外において、避難指示解除による住民の帰還及び当該住民の帰還後の生活
の再建を目指す「特定帰還居住区域」を設定できる制度を創設

①放射線量が一定基準以下に低減できること
②一体的な日常生活圏を構成していた、かつ、事故前の住居で生活の再建を図ることができること
③計画的かつ効率的な公共施設等の整備ができること
④拠点区域と一体的に復興再生できること

（区域のイメージ）

帰還住民の日常生活に必要な宅地、道路、集会所、墓地等を含む範囲で設定 (要件は以下通り)

○市町村長が特定帰還居住区域の設定範囲、公共施設の整備等の事項を含む「特定帰還居住区域
復興再生計画」を作成し、内閣総理大臣が認定

(1)除染等の実施(国費負担) (2)道路等のインフラ整備の代行

○認定を受けた計画に基づき、以下の国による特例措置等を適用

避難指示解除の取組を着実に進めていき、拠点区域外の帰還困難区域において、帰還意向のある住民
の帰還の実現・居住人口の回復を通じた自治体全体の復興を後押し

「特定帰還居住区域」の創設

＜福島復興再生特別措置法の一部を改正する法律＞(令和５年６月９日公布・施行)

帰還困難区域の復興・再生
③特定復興再生拠点区域外に係る対応
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除染の進捗状況及び中間貯蔵施設の整備状況







産業・生業の再生、新たな産業基盤の構築に向けた取組













〇福島復興再生特別措置法 ＜抄＞

第109条 機構は、新産業創出等研究開発等施策の実施に関し
必要な協議を行うため、新産業創出等研究開発協議会（以下
この条及び次条第一項第七号において「協議会」という。）を組
織するものとする。

２ 協議会は、次に掲げる者をもって構成する。
一 機構
二 福島県知事
三 大学その他の研究機関
四 関係行政機関、福島の関係市町村長その他の機構が必要
と認める者

（中略）

５ 協議会において協議が調った事項については、協議会の構成員
はその協議の結果を尊重しなければならない。

〇福島国際研究教育機構基本構想（令和４年３月29日 復興
推進会議決定）＜抄＞

機構は、新産業創出等研究開発基本計画において、福島におけ
る新たな産業の創出等に資する研究開発等において中核的な役割
を担うこととされ、当該研究開発等の実施に係る協議を行うため、協
議会を組織し、研究開発における役割分担の明確化や重複の排除
等により、福島全体で最適な研究開発体制を構築するなど、既存施
設等の取組に横串を刺す司令塔としての機能を最大限に発揮する。
その際、機構のリーダーシップの下で、既存施設や大学等の各機関が
福島において取り組む新たな産業の創出等に資する研究開発に関
する計画等を持ち寄り、協議会での議論を通じて、研究開発力を結
集するための目標やビジョンの共有を図る。

協議会の構成員
（法定メンバー）F-REI、福島県知事
（大学その他の研究機関）福島大、福島医大、会津大、福島高専、

AIST、NARO、QST、JAEA、NIES
（関係行政機関）復興庁、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、
経済産業省、環境省、内閣府

（福島の関係市町村長）浜通り地域等の15市町村（いわき市、
相馬市、田村市、南相馬市、川俣町、広野町、楢葉町、 富岡町、
川内村、大熊町、双葉町、浪江町、葛尾村、新地町、飯舘村）の長

(その他）福島イノベーション・コースト構想推進機構

〇協議会の協議事項
 研究開発、産業化、人材育成に関する事項
 広域連携に関する事項
 制度や運用の改善に関する事項
 その他新産業創出等研究開発等施策に関し必要な事項

〇開催実績
令和5年5月10日 第１回協議会 開催（大熊町）
・ワーキンググループの設置の決定、F-REIの今後のスケジュール等を報告、
意見交換

令和5年9月27日 第１回広域連携ワーキンググループ 開催（楢葉町）
・F-REI及び各市町村等の広域連携に関する取組について意見交換

第１回協議会の様子

産業・生業の再生、新たな産業基盤の構築に向けた取組
⑥F-REI協議会（新産業創出等研究開発協議会）について
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風評対策









風評対策
④復興庁における取組

東南アジアでのイベント

44

○ ALPS処理水の安全性、「三陸・常磐もの」をはじめとした地元産品や地域の魅力、福島の復興の現状について、
様々な媒体等を活用し国内外に向けて情報発信。（令和５年度予算額9.5億円）

＜国内向け情報発信＞
① ALPS処理水、放射線の健康影響に関する動画の配信

ALPS処理水等について、小学生にも分かりやすい動画を広告配信。
②福島の食や旅の魅力をテーマとした動画の配信
インフルエンサー等（リュウジ、土佐兄弟、さかなクン、あばれる君、ロバート・馬場、

はっしーさん）を活用し地元産品の魅力や安全性、地域の魅力を伝える動画を広告配信。
③出前授業
国内の８中高校に職員を派遣し、復興の現状、ALPS処理水、風評の影響等について出前授業を実施。

④首都圏・近畿圏におけるTV番組の放送
福島県浜通りの魅力を伝える特番（東野幸治、佐久間宣行、ゴー☆ジャス出演）を９月１８日に首都圏及び福島県で、

１０月９日に関西圏で放送。
⑤FMラジオ番組の放送
福島で活躍する人物、地元産品の魅力などに焦点を当てた番組を７月から月２回放送。

⑥福島県における親子釣りイベント
「常磐もの」の魅力や安全性を親子に発信する親子釣り大会を７～８月と１０月に実施。

⑦魅力発信イベント・フェア
首都圏等において、「三陸・常磐もの」の魅力や安全性等を発信するイベント・フェアを開催。

＜海外向け情報発信＞
① 海外紙での記事広告
福島の復興の現状、ALPS処理水、食・観光の魅力に関して、アジア、欧米の新聞で記事広告を展開。

② 福島の復興の現状、ALPS処理水、食・観光に関する動画の配信
海外向けポータルサイト「Fukushima Updates」に掲載するとともに、英・中・韓などの複数言語で広告配信。

③福島の復興の現状や魅力を発信するイベントの開催
東南アジアにおいて、在外公館やJETRO等と連携して、地元産品や観光などの魅力を発信する

イベントを開催。
④ 外国人モニターツアー
東アジア・東南アジアを対象とした、福島の復興の現状や地域の魅力を発信するツアーを実施。

ALPS処理水に関する動画

浜通りの魅力を伝える特番

親子釣り大会

ALPS処理水に関する動画

【動画実績】
・30本
・1,946万回再生

【動画実績】
・21本
・3,258万回再生



福島復興関連法制度・予算





福島復興再生特別措置法概要

目的
・原子力災害からの福島の復興及び再生の推進
・東日本大震災からの復興の円滑かつ迅速な推進と
活力ある日本の再生

原子力災害からの福島復興再生協議会
・復興大臣、福島県知事その他の関係者からなる協議会を組織

福島国際研究教育機構（Ｆ－ＲＥＩ）
・新産業創出等研究開発やそれに係る人材育成等を総合的に行う

福島の復興及び再生に関する施策の推進のために必要な措置
・生活の安定を図るための措置
・住民の円滑な帰還及び移住等の促進を図るための措置
・住民の健康を守るための基金に係る財政上の措置等

基本理念
・地域社会の絆の維持及び再生
・住民一人一人が災害を乗り越えて豊かな人生を送ること
・地方公共団体の自主性及び自立性の尊重
・地域のコミュニティの維持への配慮
・正確な情報提供

・保健、医療及び福祉にわたる総合的な措置
・再生可能エネルギーの開発等のための財政上の措置
・東日本大震災からの復興のための財政上の措置の活用 など

福島復興再生基本方針（閣議決定）

（避難指示・解除区域
の復興及び再生）

（原子力災害からの福島
の復興及び再生）

（福島全域の復興及び再生）

福島復興再生計画（知事が作成、内閣総理大臣が認定）

避難解除等区域の
復興・再生

特定復興再生拠点
区域復興再生計画

特定帰還居住
区域復興再生計画

農用地利用
集積等促進計画

帰還・移住等環境
整備事業計画

生活拠点形成
事業計画

企業立地
促進計画

新産業創出等
推進事業促進計画

特定事業活動
振興計画

原子力災害からの
福島の復興及び再生

の基本的方針
特定復興再生拠点区域
及び特定帰還居住区域

の復興・再生

放射線による健康上の
不安の解消、

安心して暮らすことの
できる生活環境の実現

原子力災害からの産業
の復興・再生

福島イノベーション・
コースト構想の推進、

新産業の創出

（公布：2012年3月31日、改正：2013年5月10日、2015年5月7日、2017年5月19日、2020年6月12日、2022年６月17日、2023年６月９日）
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